
（１）「こどもの居場所に関するアンケート」（結果概要）（大阪市）

Ｑ１.こどもの居場所に行ったこと
がありますか。

⇒「いいえ」「わからない」が
９割を占めている。

Ｑ３.今後、こどもの居場所に行っ
てみたいと思いますか。

⇒「はい」が２割を占めており、

「わからない」を含めると５
割以上を占めている。

※潜在的ニーズがあるのではな
いか。

Ｑ２.こどもの居場所に行ったことがないの
はなぜですか。

（Ｑ１．で「いいえ」と回答したうち）
⇒「どこにあるか知らない」、「何をして

いるところか知らない」が５割以上を占
めている。

※行政として、より一層、周知・広報に努
めていく必要があるのではないか。

Ｑ４.こどもの居場所に望むことはありま
すか。

⇒「家の近くにあってほしい」、「学校

の長期休みにあけてほしい」、「勉強
を見てほしい」が6割以上を占めてい
る。

※身近な地域で勉強等の学習支援が受

けられる学校以外の居場所を求める声
が多いことがわかる。

◆調査目的：小学校区ごとのこどもの居場所の必要性等を踏まえたうえで、こどもの居場所へ支援するため、利用するこどもや保護者にアンケートを実施する。
◆調査対象：対象校：大阪市内小学校（校区にこどもの居場所がない小学校（R2.9.1時点））

対象者：小学校３年生、５年生及びその保護者
◆調査時期：令和４年１月下旬～２月中旬
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大正区こどもの居場所支援ネットワーク事業（案）について

１ 現状と分析
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不登校児童・生徒の在籍比率（令和２年度）
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・大阪市立小・中学校における不登校児童・生徒数は年々増加傾向にある。

・不登校児童・生徒の在籍比率についても、小・中学校ともに大阪市は全国を上回っており、
大正区は全国、大阪市を上回っている状況にある。

全国
大阪市

大阪市

3,391人 3,497人
3,703人

4,117人

4,675人

3,000人

3,500人

4,000人

4,500人

5,000人

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

∫◕ ʾ ᶘ τΣΪϥ

 ⱪ ʾ ӱ

（３）不登校の状況

文部科学省 児童・生徒の問題行動等調査より

（２）こどもの居場所の設置状況（大正区）

区内小学校区開設か所：６か所（食事提供のみ：３か所、食事提供と学習支援：２か所、その他：１か所）【R4.6.1現在】

・大正区における生活保護率は、大阪市全体の保護率よりも高い傾向にある。（令和３年度）

・大正区における要対協登録ケース数は、大阪市全体の登録ケース数よりも高い傾向にある。（令和３年度）

【参考】



２ 課 題

①大阪市では「こども支援ネットワーク事業」を実施し、市社協を事務局として、こどもの居場所を社
会全体で支える仕組みとなるネットワークづくりが行われているが、区独自のネットワークは存在しな
い。

②大正区においても、地域でこどもを育て支援することや居場所に対する潜在的なニーズがあることが
わかってきた。

③不登校など支援につながりにくい複雑で困難な課題を抱える児童・生徒への適切な支援が必要。

①行政、地域、企業、区社会福祉協議会などの関係機関等が情報共有・連携しながら「こどもの居場所づ
くり」を支援するためのネットワークを構築する。

②支援につながりにくい複雑で困難な課題を抱える児童・生徒に対して、家庭、学校以外の場である地域
の居場所や関係機関等につなぐなどの適切な支援を行う。

３ 今後の方向性



大正区こどもの居場所支援ネットワーク（イメージ）（案）
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各種補助金の情報提供
①こどもの居場所開設支援補助金(仮称)※

※R4年度は、補助事業をモデル実施
（モデル実施区は４区）

②大阪市ボランティア活動振興基金助成金

実施場所確保にかかる相談受付、調整

居場所など支援を必要とする児童、生
徒へ各種支援策にかかる情報提供及び
周知徹底（区広報紙、ＨＰなど）

４ 具体的な取り組み
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